金融機関向け


令和　　年　　月　　日
新事業進出・ものづくり商業サービス補助金事務局御中

【金融機関】					
所在地				
名称				
代表者役職				
代表者氏名				


「新事業進出・ものづくり商業サービス補助事業」に係る金融機関による確認書

本確認書は、金融機関等から資金提供を受けて補助事業を実施する場合の事業計画に係る
金融機関向けの確認書です。

	記
事業者名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業計画名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




上記の事業計画の策定に協力し、その内容が新事業進出・ものづくり商業サービス補助事業の目的に沿った取組であり、かつ、成果目標の達成が見込まれるものであることを確認しました。

【金融機関】
担当者氏名：							 
本店/支店名：					    
所属部署：							 
電話番号：							 
担当者メールアドレス：							 

· 代表者氏名欄に記入する氏名は、記載する金融機関の内部規定等により判断してください
· 金融機関の押印は不要です
· 本確認書は、融資の確約を前提としたものではありません
· なお、場合によっては当事務局より金融機関担当者へご連絡させていただきます


[bookmark: _Hlk163664413]※以下は任意で記載してください

(1) 補助事業による成果が見込まれると判断する理由
	補助事業による成果が見込まれると
判断する理由
	事業計画書に対する助言や改善提案を
行った内容等があれば記載してください

	



	





· 事業計画の客観的な評価がある場合（技術や手法等について、公的機関又はこれに準ずる機関等からの技術評価やビジネス評価を受けている場合、中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律に基づく経営革新の承認を受けている場合等）には、その内容も含めて記載してください

(2) 支援計画
	支援計画（予定）

	

	

	

	

	

	

	



· 金融機関等におかれましては、申請事業者が、補助事業を円滑に遂行できるよう、必要に応じて、事業実施の支援をお願いいたします。すでに支援の計画がある場合は、その内容を記載してください
· 事業計画期間中、事務局が事業化状況報告書等の内容を基に、金融機関等の支援状況やフォローアップ状況等を調査し、その結果を公表する場合があります


記入例
金融機関向け


令和○年○月○日
新事業進出・ものづくり商業サービス補助金事務局御中

【金融機関】					
所在地 長野県長野市○○金融機関の情報を
記載してください。

○丁目○番○号
名称   信州中央銀行  
代表者役職   代表取締役頭取
代表者氏名   望月 一郎     


「新事業進出・ものづくり商業サービス補助事業」に係る金融機関による確認書

本確認書は、金融機関等から資金提供を受けて補助事業を実施する場合の事業計画に係る
金融機関向けの確認書です。資金提供する事業者名と事業計画名を記載してください。


	記
事業者名　：株式会社○○精密テクノロジー
事業計画名：加工条件自動最適化システムの導入による微小・複雑形状精密部品の高精度製造事業




上記の事業計画の策定に協力し、その内容が新事業進出・ものづくり商業サービス補助事業の目的に沿った取組であり、かつ、成果目標の達成が見込まれるものであることを確認しました。

【金融機関】金融機関の担当者情報を記載してください。

担当者氏名：丸山 健太
本店/支店名：○○支店
所属部署：法人営業課 
電話番号：026-123-4567
担当者メールアドレス：k.maruyama@shinshu-chuo-bank.co.jp

· 代表者氏名欄に記入する氏名は、記載する金融機関の内部規定等により判断してください
· 金融機関の押印は不要です
· 本確認書は、融資の確約を前提としたものではありません
· なお、場合によっては当事務局より金融機関担当者へご連絡させていただきます


※以下は任意で記載してください

1. 補助事業による成果が見込まれると判断する理由
	補助事業による成果が見込まれると
判断する理由
	事業計画書に対する助言や改善提案を
行った内容等があれば記載してください

	申請者は産業機械・分析機械向けの精密部品製造において長年の実績を有し、独自の加工プロセス制御ノウハウを蓄積している。製造現場の自動化・省人化の進展を背景に、微小・複雑形状部品に対する高精度・高歩留まりの要求が急速に高まっており、本事業で導入する加工条件自動最適化システムおよび高精度加工設備により、従来両立が困難であった精度と歩留まりを実現できる点に技術的優位性がある。試作・評価工程の内製化による開発リードタイムの短縮、高付加価値案件の受注比率拡大の方針も具体性が高く、既存事業の安定した収益基盤（直近年商3.5億円・営業利益率6%）および当行との取引実績を踏まえ、計画に掲げる付加価値額・収益目標の達成は十分に見込まれると判断した。
	設備投資の回収計画について、想定稼働率と受注見込みの前提を保守的なシナリオでも検証するよう助言した。あわせて、高付加価値案件の受注比率拡大に向けた既存顧客以外への販路開拓、データ活用・品質管理を担う人材の採用・育成計画の具体化、独自加工技術に関する知的財産権の保全について改善提案を行った。資金調達面では、補助金の精算前に発生する立替資金を含めた手元資金計画を明確化するよう提案し、当行として必要な設備資金・運転資金の支援体制を整えている。新事業進出による成果が見込まれると判断する理由と、事業計画書に対する助言や改善提案を行った場合はその内容について、任意で記載してください。



· 事業計画の客観的な評価がある場合（技術や手法等について、公的機関又はこれに準ずる機関等からの技術評価やビジネス評価を受けている場合、中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律に基づく経営革新の承認を受けている場合等）には、その内容も含めて記載してください

1. 支援計画
	支援計画（予定）

	

	1. 本事業の設備投資資金として、設備資金2,500万円の融資を予定（実行は審査結果による）。
2. 補助金の交付・精算までの期間に係るつなぎ資金（運転資金）について、必要に応じて融資により対応。
3. 法人営業課の担当者による四半期ごとの訪問・モニタリングを実施し、事業の進捗および資金繰りを継続的に確認。
4. 当行の取引先ネットワークを活用し、高付加価値案件の獲得に向けた販路開拓・ビジネスマッチングを支援。
5. データ活用・品質管理体制の構築や知的財産権の保全について、当行提携の専門家（中小企業診断士・弁理士等）の紹介を行う。

	

	

	

	

	


すでに支援の計画がある場合は、その内容を記載してください。

· 金融機関等におかれましては、申請事業者が、補助事業を円滑に遂行できるよう、必要に応じて、事業実施の支援をお願いいたします。すでに支援の計画がある場合は、その内容を記載してください
· 事業計画期間中、事務局が事業化状況報告書等の内容を基に、金融機関等の支援状況やフォローアップ状況等を調査し、その結果を公表する場合があります

